
資料 2 

 

「産業界と教育現場の連携を推進するコーディネーターに関する研究会」について 

 

 

１．趣旨  

○ 経済産業省商務・サービスグループサービス政策課は、これまで「社会に開かれた学び」

の実現を目指し、学びと社会の連携の推進に取り組んできた。令和６年７月には、「イ

ノベーション創出のための学びと社会連携推進に関する研究会 報告書」を取りまとめ、

企業・地域社会等との連携や民間資金を活用した「共助」の重要性を提唱した。 

○ 共助の取組については、これまでも、産業界と教育現場の連携による取組は各地で見ら

れたが、その多くは単発的なイベントやプロジェクトにとどまってきた。子どもたち一

人ひとりの可能性を最大限に伸ばす学びである「多様な学び」を充実させるためには、

産業界と教育現場が継続的に連携し、双方の資源と知見を持ち寄りながら協働を深化さ

せ、共助という新たな学びの仕組みが幅広く展開されることが重要である。 

○ 本研究会は、産業界と教育現場の連携を推進するため、具体的にどのような施策を講ず

るべきか整理し、教育現場における多様な学びの充実に向けた提案を行うものとする。 

 

２．構成  

○ 本研究会の構成員は、別紙のとおりとし、必要に応じて追加できるものとする。 

○ 必要に応じて、研究会には構成員以外の参画を得ることができるものとする。 

 

３．議事及び資料の取扱いについて  

○ 本研究会については、議事及び資料等をオンラインで公開する。 

○ ただし、座長が特に必要と認めるときは、会議を非公開とすることができる。また、議

事及び資料等の全部又は一部を公表しないものとすることができる。 

 

４．事務について  

○ 本研究会の事務は、関係部局等の協力を得て、経済産業省商務・サービスグループサー

ビス政策課及び「令和７年度学びと社会の在り方改革推進事業（「未来の教室」実証事

業）」受託事業者であるボストン・コンサルティング・グループで行う。 
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